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１．計画の策定にあたって 

1.1 計画策定の目的 

猿払村は、北海道の最北部である宗谷総合振興局管内のほぼ中央に位置する、「日本最北の村」で

す。総面積は 590 ㎢と、道内でも最も広い面積を有する村となっています。総面積の約 8 割は山林、

または原野であり、手つかずの自然が多く残っています。本村はホタテ漁をはじめとする漁業や酪農

など、第 1 次産業が主要な産業となっています。村の北側は稚内市に接しており、稚内空港へは 1 時

間程度でアクセスすることができます。オホーツク海沿いには国道 238 号線が通り、これを起点とし

て道道、村道が整備されてきました。 

猿払村まちづくり基本計画（第７次猿払村総合計画）の前期計画期間である、平成 29（2017）年

には、小規模多機能型居宅介護施設・地域交流施設が、こどもから高齢者が世代を超えて交流するこ

とのできる地域の交流拠点として開設されました。また、後期計画期間である令和４年には、児童館

が開設され児童の健全育成に寄与しています。更に、令和７年からは新たな学校給食センターの開設

を予定しており、安心安全な給食の提供による児童・生徒の健やかな成長を期待しています。 

しかし、公共施設のうち 78.1％が既に建築・整備後 30 年を経過しており、老朽化が着実に進行し

ています。通常利用されている公共施設だけでなく、インフラ資産についても、定期的な更新は必要

です。公共施設及び道路・橋梁、上下水道など、生活に必須となるインフラ資産を含めた公共施設等

（以下「公共施設等」）は大規模改修（耐震改修）や建て替えを定期的に実施しなければ、安心して利

用することができなくなる可能性があります。災害時に避難所として指定されている施設は、定期的

な点検を実施し、非常時においても安心して利用できるような施設にしなくてはなりません。 

一方で人口減少の進行により、将来的な税収の減少が予測されています。地方交付税の措置も今後

は厳しくなると考えられることから、すべての施設を維持・更新していくことは非常に困難と言えま

す。また、人口減少は施設利用者の減少を招きます。施設を利用した活気ある地域づくり、村民主体

の活動を支援することが徐々に困難になっていくことが予想されます。 

このような課題は、本村に限らず他の自治体においてもみられています。国においては、インフラ

長寿命化計画を策定するとともに、地方に対しても公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針

を示すなど、公共施設等に求められる安全性・機能を今後も確保していくための支援を実施するとし

ています。 

本村における公共施設等の全体を把握し、長期的な視点に基づいて更新・統廃合・長寿命化を計画

的に実施することにより、財政負担の軽減・平準化を目指すとともに、公共施設等の最適な配置を実

現することを目指し、「猿払村公共施設等総合管理計画」を策定します。 
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1.2 計画の位置づけ 

国においては、急速に進行するインフラの老朽化対策として、平成 25（2013）年 11 月にインフラ

長寿命化基本計画を策定しています。これを受けて、平成 26（2014）年４月の総務大臣通知では、

地方公共団体に対し、速やかに公共施設等総合管理計画を策定するよう要請しています。こうした国

の動向を踏まえ、本村における公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画として、

本計画を位置づけることとします。 

 

■インフラ長寿命化計画の体系イメージ 

 

1.3 対象とする施設、インフラ資産 

本村には、小中学校をはじめとする学校教育施設や農村環境改善センターなどの文化施設、公営住

宅やスポーツ施設、病院など、村民に広く利用されている公共施設が多くあります。その他村民が快

適な生活を送るためのインフラとして、道路や橋梁、上下水道が整備されています。 

本計画では、村が所有する建物に加え、道路、橋梁、上下水道などの公共インフラすべてを対象と

することを原則とします。ただし、村営球場など一部の施設は建物としての要件を満たさないため、

将来コスト推計より除外しています。 

  

インフラ長寿命化基本計画 

各省庁による策定 猿払村公共施設等総合管理計画 

学校 河川 道路 … 

（個別施設計画） 

学校 河川 道路 … 

（行動計画） （行動計画） 

本村が策定する計画 

（個別施設計画） 

（基本計画） 
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■公共施設等の分類 

施設分類 主な施設 

公
共
施
設
（
建
築
物
） 

文化系施設 農村環境改善センター、浜猿払交流センターなど 

スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツセンター、道の駅さるふつ公園など 

産業系施設 猿払村営牧野育成舎、猿払村堆肥センターなど 

学校教育系施設 各小中学校、学校給食センターなど 

子育て支援施設 保育所など 

病院施設 猿払村国民健康保険病院、浅茅野診療所など 

保健・福祉施設 介護施設、保健福祉総合センターなど 

行政系施設 猿払村役場、消防猿払支署など 

公営住宅 各公営住宅、教員住宅など 

供給処理施設 一般廃棄物最終処分場、リサイクルセンターなど 

その他 猿払村火葬場、各バス待合所など 

イ
ン
フ
ラ
施
設 

道路 村道 187 路線、総延長 241,953.44m 

橋梁  

上水道  

下水道  

 

1.4 計画期間 

本計画は中長期的な視点が不可欠であることから、計画期間は平成 29（2017）年度から令和 8（2026）

年度までの 10 年間とし、今後の上位計画・関連計画や社会情勢の変化など、必要に応じ見直しを行

うこととします。 

 

 

 

 

 

 

平成 29（2017）年度～令和 8（2026）年度

計画期間「10 年間」 
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２．本村の現状と課題 

2.1 人口の推移と将来推計 

（１）年齢構成 

本村の人口について、昭和 30（1955）年から平成 22（2010）年までの推移をみると、昭和 30（1955）

年以降は減少局面にあることがわかります。 

年齢構成別にみると、年少人口は昭和 30（1955）年の 3,624 人から平成 22（2010）年の 435 人へ

と顕著に減少しています。 

財政負担の中心的な役割を果たす生産年齢人口は昭和 30（1955）年の 4,903 人をピークに、特に

昭和 40（1965）年以降に急速に減少しました。昭和 50（1975）年以降はある程度安定していますが、

平成 22（2010）年には 1,776 人となっています。 

老年人口は昭和 30（1955）年の 344 人から平成 22（2010）年の 614 人へと増加しています。ま

た高齢化率は昭和 30（1955）年の 3.9%から平成 22（2010）年の 21.7%へと高齢化率は大幅に増加

しています。これは高齢者の比率が全体的に増えていることを示しており、社会全体の高齢化が進ん

でいることを意味しています。 

 

■これまでの年齢 3 区分別人口の推移 

 

猿払村人口ビジョンより加工作成 

  

S30

1955

S35

1960

S40

1965

S45

1970

S50

1975

S55

1980

S60

1985

H2

1990

H7

1995

H12

2000

H17

2005

H22

2010

総人口 8,871 8,319 7,450 4,818 3,552 3,358 3,374 3,206 3,121 2,980 2,841 2,825

老年人口（65～歳） 344 356 340 290 314 332 391 448 546 610 624 614

生産年齢人口（15～64歳） 4,903 4,572 4,543 3,143 2,367 2,304 2,291 2,063 1,934 1,843 1,775 1,776

年少人口（0～14歳） 3,624 3,391 2,567 1,385 871 722 692 695 641 527 442 435

高齢化率 3.9% 4.3% 4.6% 6.0% 8.8% 9.9% 11.6% 14.0% 17.5% 20.5% 22.0% 21.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0

5,000

10,000

（人） 【第一段階】 

老年人口増加 

【第二段階】 

老年人口維持 
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（２）将来人口 

今後も猿払村の人口は減少していくと予測されています。 

年少人口は平成 22（2010）年の 434 人から令和 42（2060）年には 333 人へと減少が予測されて

います。生産年齢人口も平成 22（2010）年の 1,658 人から令和 42（2060）年の 1,039 人へと徐々に

減少していくことが予測されています。労働力としての人口が減ることで、経済に与える影響が懸念

されます。 

老年人口は平成 22（2010）年の 614 人から令和 17（2035）年には 786 人へと増加し、その後減

少して令和 42（2060）年には 600 人になると予測されています。また、高齢化率は平成 22（2010）

年の 22.7%から令和 42（2060）年には 30.4%へと、全体的に高齢化率が上昇することが予測されて

います。社会保障費の増大は今後も継続し、現役世代の負担は更に大きくなるものと考えられます。 

 

平成 27（2015）年度に本村で人口減少対策に向けて策定した『猿払村まち・ひと・しごと創生総

合戦略』では、令和 42（2060）年の目標人口として、1,972 人を掲げています。『猿払村まち・ひと・

しごと創生総合戦略』を推進し、本村の人口減少対策が 100％の効果を発揮したとしても、減少傾向

は長期的に継続することが見込まれており、現在の人口を維持することは非常に難しいといえます。 

人口減少は、経済規模の縮小にもつながるため、本村の産業の衰退を招きます。これにより、事業

者からの税収も低下することとなります。これらのことから、将来の本村を担う世代に可能な限り負

担をかけないための公共施設、インフラ資産の管理を計画的に行っていく必要性が非常に大きくなっ

ています。 

 

■これからの年齢 3 区分別人口の予測 

 

猿払村人口ビジョンより加工作成 

  

H22

2010

H27

2015

R2

2020

R7

2025

R12

2030

R17

2035

R22

2040

R27

2045

R32

2050

R37

2055

R42

2060

総人口 2,706 2,579 2,519 2,453 2,397 2,339 2,262 2,190 2,116 2,042 1,972

老年人口（65～歳） 614 647 691 751 777 786 778 755 711 694 600

生産年齢人口（15～64歳） 1,658 1,528 1,447 1,349 1,265 1,205 1,146 1,095 1,059 1,002 1,039

年少人口（0～14歳） 434 404 381 353 355 348 338 340 346 346 333

高齢化率 22.7% 25.1% 27.4% 30.6% 32.4% 33.6% 34.4% 34.5% 33.6% 34.0% 30.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

0

1,000

2,000

3,000

（人）
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2.2 財政状況 

（1）歳入 

過去 10 年間の本村の歳入決算額の推移は以下のとおりです。 

平成 25（2013）年度以降は 500,000 千円前後で推移しています。平成 27（2015）年度は道支出金

による歳入が増加しています。その後、平成 30（2018）年度は村債と道支出金による歳入が減少し

たことにより、465,181 千円と 500,000 千円を下回りました。他の年度は 500,000 千円超で推移し、

令和 4（2022）年には 556,047 千円となっています。 

将来的には人口が更に減少していく見込みとなっていることから、今後は一般財源が減少する可能

性も視野に入れる必要があります。 

■本村の歳入決済額の推移（普通会計決算） 

 

猿払村一般会計歳入歳出決算書より作成 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

歳入合計 434,420 508,935 636,860 523,958 579,771 465,181 521,474 515,909 553,225 556,047

村税 40,241 59,424 71,248 63,857 74,024 70,968 60,458 55,888 45,980 72,456

地方譲与税 7,722 7,329 7,658 7,566 7,529 7,591 8,041 8,523 8,600 8,784

利子割交付金 152 134 116 95 206 188 95 108 71 37

地方消費税交付金 3,475 4,085 6,327 5,420 5,742 5,835 5,521 6,634 7,190 7,453

自動車取得税交付金 1,978 906 1,159 1,287 1,880 1,693 842 0 0 0

国有提供施設等所在市町村助成交付金 410 387 395 367 367 345 432 468 490 0

地方交付税 261,975 242,912 241,330 223,787 212,212 206,211 201,185 216,333 253,317 255,182

使用料及び手数料 10,714 10,526 9,447 9,607 10,584 10,477 8,366 7,431 7,340 7,263

国庫支出金 24,293 42,855 29,199 31,896 18,528 16,234 19,684 66,601 31,589 30,344

道支出金 15,019 15,282 108,545 20,674 41,560 16,369 16,632 18,116 15,062 16,518

財産収入 3,618 3,587 3,257 2,745 2,521 2,837 3,567 3,527 4,762 4,962

寄附金 2,772 9,328 19,422 22,419 30,527 39,433 45,720 31,909 28,233 0

繰入金 7,982 10,977 21,888 31,016 86,475 39,540 50,167 42,323 37,220 39,257

繰越金 5,849 11,004 20,323 14,781 7,753 6,451 5,337 5,155 7,456 8,270

諸収入 5,215 5,235 5,106 14,271 9,006 7,030 9,860 7,322 9,004 36,412

村債 42,013 83,756 89,809 72,673 69,056 33,177 82,794 42,787 92,263 65,526

その他歳入 994 1,209 1,632 1,498 1,802 803 2,775 2,784 4,646 3,583

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000（千円）
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（2）歳出 

本村の歳出をみると、「第 4 次行財政健全化計画」による行財政改革の効果により、減少傾向にあ

ります。 

平成 27（2015）年には農林水産業費が高かったものの、その後、減少し、平成 29（2017）年には

民生費が増加しました。直近は大きく増加した費用はなく、5,000,000 千円台で推移しています。 

 

■本村の歳出決済額の推移（普通会計決算） 

 

猿払村財政状況より作成 

  

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

歳出合計 4,234,168 4,886,115 6,220,795 5,162,050 5,733,200 5,163,194 5,163,194 5,084,525 5,449,547 5,458,169

議会費 50,249 50,044 50,443 49,979 45,995 56,872 56,872 50,195 49,614 52,547

総務費 603,709 610,105 880,566 1,033,466 800,345 1,039,742 1,039,742 1,219,138 987,104 835,483

民生費 624,076 610,153 782,764 1,063,026 1,722,580 751,096 751,096 774,486 1,089,825 1,265,543

衛生費 593,035 618,392 593,883 638,944 663,819 726,027 726,027 642,857 691,486 751,993

労働費 62 49 45 49 41 37 37 36 36 39

農林水産業費 358,373 698,910 1,925,254 463,940 690,907 533,534 533,534 454,805 440,895 616,225

商工費 350,002 529,152 359,417 198,777 194,241 256,987 256,987 305,643 250,233 336,085

土木費 419,951 505,329 453,710 643,076 482,863 424,995 424,995 440,869 442,805 428,448

消防費 225,624 278,937 264,813 172,006 232,568 229,742 229,742 203,670 466,869 208,472

教育費 339,069 385,538 343,851 370,742 361,767 630,721 630,721 470,583 496,442 433,025

災害復旧費 0 0 2,549 0 2,938 0 0 3,476 5,610 0

公債費 670,018 599,506 563,500 528,045 535,136 513,441 513,441 518,767 528,628 530,309

4,234,168 

4,886,115 

6,220,795 

5,162,050 

5,733,200 
5,163,194 

5,163,194 
5,084,525 

5,449,547 
5,458,169 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

（千円）
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令和 4（2022）年度における歳出決算額の目的別内訳については以下のとおりです。最も大きな割

合は民生費で、全体のおよそ四分の一にあたる 23.2%を占めています。次に大きいのは総務費で 15.3%、

そして三番目に大きいのが衛生費で 13.8%となっています。 

 

■令和 4（2022）年度における歳出決算額の目的別推移（普通会計決算） 

 

 

猿払村一般会計歳入歳出決算書より作成 

議会費

1.0% 総務費

15.3%

民生費

23.2%

衛生費

13.8%

労働費

0.0%

農林水産業費

11.3%

商工費

6.2%

土木費

7.8%

消防費

3.8%

教育費

7.9%

公債費

9.7%
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３．公共施設等の現状と課題 

3.1 公共施設 

（1）所有状況 

令和４（2021）年度末において、本村が所有する公共施設の総延床面積は 109,357.1 ㎡となってい

ます。村民一人あたりでの延床面積 40.9 ㎡と計算されます。 

建築用途別では、「産業系施設」が 25.3％で最も多く、次いで「公営住宅」が 23.9％、「学校教育系

施設」が 18.6％と、上位３つの施設の中でも、特に「産業系施設」が非常に大きな割合を占めている

ことがわかります。 

 

施設分類 施設数 棟数 
延床面積 

（㎡） 
割合 

人口一人当たり 

面積（㎡） 

市民文化系施設 10 11 5,359.1 4.9% 2.0 

スポーツ・レクリエーション系施設 6 21 8,265.2 7.6% 3.1 

産業系施設 7 34 27,637.1 25.3% 10.3 

学校教育系施設 10 28 20,397.6 18.6% 7.6 

子育て支援施設 2 3 1,656.4 1.5% 0.6 

病院施設 4 5 2,831.0 2.6% 1.1 

保健・福祉施設 4 4 3,613.2 3.3% 1.4 

行政系施設 7 12 6,567.7 6.0% 2.5 

供給処理施設 2 6 2,023.5 1.9% 0.8 

公営住宅 63 168 26,176.4 23.9% 9.8 

その他 30 31 4,829.9 4.4% 1.8 

計 145 323 109,357.1 100.0% 40.9 

※人口は令和 3（2021）年度住民基本台帳の人口（2,675 人）を使用 
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（2）老朽化の状況 

公共施設の建築からの経過年数（延床面積）をみると、築 30 年未満の公共施設は全体の 32.8％と

なっており、築年数 30 年以上の公共施設は 67.2％となっています。 

特に築 40 年以上経過した公共施設は全体延床面積のうち 30.2％を占めています。 

 

施設分類 
築 10 年 

未満 

築 10 年以上 

20 年未満 

築 20 年以上 

30 年未満 

築 30 年以上 

40 年未満 

築 40 年 

以上 
計 

市民文化系施設 0.0 0.0 784.5 2,048.4 2,526.2 5,359.1 

スポーツ・レクリエーション

系施設 
753.7 137.4 1,074.4 3,787.3 2,512.4 8,265.2 

産業系施設 2,337.0 1,347.1 7,382.9 11,166.3 5,403.8 27,637.1 

学校教育系施設 234.8 0.0 2,806.0 10,180.1 7,176.7 20,397.6 

子育て支援施設 0.0 0.0 1,361.0 0.0 295.4 1,656.4 

病院施設 0.0 0.0 0.0 497.7 2,333.3 2,831.0 

保健・福祉施設 1,470.4 238.5 1,409.9 0.0 494.4 3,613.2 

行政系施設 24.7 191.3 1,464.8 4,886.9 0.0 6,567.7 

供給処理施設 0.0 220.0 467.0 0.0 1,336.5 2,023.5 

公営住宅 2,554.0 1,671.6 6,288.2 7,062.5 8,600.1 26,176.4 

その他 308.7 119.3 1,274.0 798.3 2,329.6 4,829.9 

計 7,683.3 3,925.2 24,312.7 40,427.5 33,008.4 109,357.1 

割合 7.0% 3.6% 22.2% 37.0% 30.2% 100.0% 
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（3）耐震化の状況 

現行の耐震基準（新耐震基準）は、昭和 56（1981）年に改正され、導入されたものです。新耐震基

準の考え方は、中規模の地震（震度 5 強程度）に対しては、ほとんど損傷を生じず、極めて稀にしか

発生しない大規模の地震（震度 6 強から震度 7 程度）に対しては、人命に危害を及ぼすような倒壊等

の被害を生じないことを目標としたものとなっています。 

以上をひとつの基準とし、本村における建築年度別の延床面積を見ると下表のとおりになります。 

旧耐震基準（昭和 56（1981）年以前）に建築されたものが、全体の 22.5％を占めています。つま

り、約 3 分の 1 が旧耐震構造による建築物となっており、今後の対応を考える必要があります。 
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子育て支援施設 病院施設 保健・福祉施設 行政系施設

供給処理施設 公営住宅 その他

昭和 56（1981）年以前 

旧耐震基準 

24,580.7 ㎡ 22.5％ 

昭和 57（1982）年以降 

新耐震基準 

82,753.0 ㎡ 75.7％ 
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（4）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）の状況 

これまでの本村の公共施設（建築物）における総建築額は、約 182 億円です。村全体として有形固

定資産減価償却率1は 83.1％と有形固定資産が老朽化している状況となっています。 

 

施設分類 
取得価額 

(百万円） 

減価償却累計額 

（百万円） 

有形固定資産 

減価償却率 

市民文化系施設 1,261 1,212 96.2% 

スポーツ・レクリエーション系施設 1,926 1,527 79.3% 

産業系施設 1,604 1,203 75.0% 

学校教育系施設 4,058 3,569 87.9% 

子育て支援施設 474 286 60.3% 

病院施設 505 505 99.9% 

保健・福祉施設 852 591 69.3% 

行政系施設 2,132 1,715 80.4% 

供給処理施設 3,997 3,333 83.4% 

公営住宅 543 339 62.4% 

その他 821 815 99.4% 

計 18,174 15,096 83.1% 

令和 3（2021）年度固定資産台帳により算出 

（5）有形固定資産減価償却率の推移 

減価償却率の推移は以下の通りとなっています。令和元（2019）年度には 75.4％となっています

が、令和 5（2023）年度には 83.1％まで増加しており、施設の老朽化が進行していることがわかりま

す。 

 

                                                 

1 有形固定資産減価償却率：耐用年数に対し、有形固定資産の取得からどの程度経過しているかを

把握する指標の一つであり、『減価償却累計額÷取得原価』で表される。 

75.4%

77.6%

79.6%

81.4%

83.1%

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

84.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度



 

13 

 

3.2 インフラ施設 

（1）道路 

令和 4（2021）年度末時点で、本村が所有する村道は 187 路線あり、その総延長2は 241,953.44ｍ

となっています。 

（2）橋梁 

令和 3（2021）年度末時点で本村が所有する橋梁は 45 橋、その道路部面積は 8,988.9 ㎡となって

います。橋梁改良率は 100％であり、すぐに対応が必要となる橋梁はありません。 

橋梁の年度別整備数をみると、1985 年以前に多くの橋梁が整備されてきたことがわかります。耐

用年数を超える橋梁はなく、今後 10 年程度は問題なく利用できると予想されますが、橋梁の状態や

利用状況に合わせて計画的に維持・修繕工事を実施していく必要があります。 

 

■年度別にみた橋梁の整備数 

 

■年度別にみた橋梁の整備面積 

 

令和 3（2021）年度末固定資産台帳より作成 

 

                                                 

2 村内にある国道、主要地方道及び一般道道は除く。また、村道には農道、林道及び自転車道を含

まない。 
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（3）上水道 

令和 4（2021）年度末時点で、本村が所有する上水道の総延長は 178,755ｍであり、普及率は 100％

となっています。本村では終戦直後より、順次上水道の整備が行われ、昭和 52（1977）年以降は老

朽管路の敷設替えを行っています。平成元（1989）年から平成 8（1996）年にかけては、国主導によ

る整備が行われていました。 

上水道管の耐用年数は 40 年とされていることから、まもなく上水道管の更新を検討していく必要

があります。また、耐震管の採用は平成 10 年から行っていますが、非常時にも安心して利用できる

よう、順次耐震管への交換を進めていく必要があります。 

■年度別にみた上水道の整備状況 

 
令和 3（2021）年度末固定資産台帳より作成 
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（4）下水道 

令和 4（2021）年度末時点で、本村が所有する下水道の総延長は 22,125.56ｍであり、普及率は

96.26％となっています。本村では、下水道の整備は昭和 60（1985）年度以降に行われており、すべ

ての管渠は管径 250mm 以下の小さなものとなっています。本村の下水道管に関しては、近年になっ

て整備されたものであるため、早急に更新するべきものはありませんが、老朽化は進行していくため、

計画的な更新と除却が必要になります。 

■年度別にみた下水道の整備状況 

 
令和 3（2021）年度末固定資産台帳より作成 

 

3.3 過去に行った対策の実績 

平成 28（2018）年度に策定された本計画に基づき、これまで各施設の重要度や劣化度などに応じ

て、改修や整備の時期、整備の優先順位等の判断を行い、施設ごとの今後の方向性を定めてきました。 

また、公共施設を適正に管理するため、各種個別施設計画に基づき劣化状況調査を実施し、点検・

診断によって得られた個別施設の状態について、施設ごとに整理しています。 

今後も限られた財源の中で、安全な状態を保ちながら、計画的に適正な施設の維持管理・運営を行

っていくために、コストの平準化を図り、財政運営にもつなげていきます。 
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４．公共施設等の適正管理に関する基本的な

考え方 

 

本村の総人口の減少などに伴う社会情勢の変化や厳しい財政見通しなどを踏まえ、中長期的かつ総

合的な視点に立ち、公共施設等を計画的に維持管理するとともに、将来にわたり、村民の理解を得る

ことのできるサービス水準を確保していくための管理等に関する基本的な考え方を設定します。設定

にあたっては、以下の 3 つを柱とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

柱３ 安全性の確保と長寿命化 

公共施設・インフラ資産の計画的な維持管理 

村民の理解を得られるサービス水準の持続的な確保 

柱１ 施設保有量の適正化 

柱２ 管理運営の効率化 全庁的な推進体制づくり 

村民とのコミュニケーション 

適切な現状把握と評価 

計画の推進体制 
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4.1 公共施設等の適正管理のための３つの柱 

（１）施設保有量の適正化 

多様化する村民のニーズに対応できるよう、公共施設・インフラ資産の保有総量の縮減を図ること

で、将来的に必要となる更新費用や管理運営コストを削減し、本当に必要とされる施設を保有し続け

ていくことができる体制をつくっていく必要があります。そのための取り組みとして、以下の 4 点を

掲げます。 

 

①施設の縮小や統合、廃止の推進 

本村における公共施設は、村民一人あたりの保有施設量から見ても非常に多くなっています。しか

しながら、単純に全国平均に合わせて廃止するということは非常に困難であり、廃止するとしても入

念な議論、調査が必要になります。特に、地域の利用が多い施設については、代替施設の確保なども

検討しなくてはなりません。 

必要な公共サービスの水準を維持しながらも、全体の保有量を削減していくためには、施設の更新

時において施設の複合化を含めた統廃合の可能性を検討していきます。また、施設ごとに終期設定を

行い、一定の利用期間を超過したものについては、利用状況などを調査し、今後のあり方について検

討を行います。長期間にわたって管理が十分になされていない施設・建物については、周辺の安全確

保にもつながることから、除却に向けた取り組みを行っていきます。 

他にも、スペースに余剰がある施設は、更新時に縮小を図る、あるいは１つの施設に複数の機能を

集約するなど、利用者数、利用頻度に合わせてより村民が利用しやすい施設へと転換していくことが

考えられます。また、学校施設など、利用者が限られている施設についても、利用区域の再編、機能

の複合化なども検討していかなくてはなりません。 

 

②施設の新規整備の慎重な検討 

新規の整備は可能な限り抑制し、既存の施設を有効に活用するよう努めます。各施設の改修計画に

おいては施設の維持、長寿命化を基本として、長期的な視点をもって、財政的負担を軽減する取り組

みに努めます。 

また、新規整備を行う場合であっても、転用のしやすい構造とする、転用や統廃合の制約となるよ

うな取り決めは行わないなど、施設の整備後であってもその時の状況に合わせた柔軟な利活用が可能

となるような整備を行っていくことも考慮するよう努めます。 
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③民間施設や近隣自治体施設の活用 

近年では、自治体が民間の事業者に施設の運営を委託するなど、自治体に依存しない公共サービス

のあり方が模索されています。これまで、自治体が主体となって提供すべきとされてきたサービスで

も、民間事業者への委託や、広域連携による施設の共用などにより、大幅なコストの削減を図ること

が可能となっています。 

本村でなくても民間事業者が十分なサービスを継続的に提供することができ、これによって行政コ

ストの削減が可能となる施設やサービスについては、部分、全体を問わず、積極的な民間への委託を

検討します。「公共サービスを提供するための施設は、本村で施設を所有、管理しなくてはならない」

という思考の枠にとらわれることなく、民間で提供される代替サービスや近隣自治体に所在する施設

の活用についても検討します。 

また、近隣自治体施設の活用については、稚内市や浜頓別町をはじめとした近隣自治体における施

設の配置状況を把握し、相互利用の可能性などについて模索に努めます。 

 

④まちづくりの方向性を踏まえた検討 

統廃合など施設保有量の適正化を進めるにあたっては、施設の地理的配置のあり方、まちづくりへ

の影響を考慮していく必要があります。 

村内の各拠点・各地域に求められている機能が喪失しないよう、まちづくりに関する施策との連携

を図りながら、施設の配置を検討します。また、施設配置の変更は、施設のアクセス、利用しやすさ

に影響するため、交通施策との連携も図っていかなくてはなりません。また、今後は地方創生にむけ

て、必要な整備は実施していく必要があります。必要な整備、更新を見定め、長期にわたって村の発

展につながるような公共施設等の管理を行っていきます。 

（２）管理運営の効率化 

公共施設の管理運営においては、建て替えや大規模改修の他にも光熱水費をはじめとする維持費な

ど、多額のコストがかかります。したがって、保有し続ける施設については管理運営の効率化を図り、

管理運営コストを削減していく必要があります。 

また、保有施設の有効活用の観点から、管理運営方法を見直すことにより、村民のニーズをより満

たしていける、より望ましい公共サービスが提供できるようにしていかなくてはなりません。特に、

インフラ資産は総量の削減が非常に難しいことから、管理運営方法を見直すことで、長期的にかかる

コストを削減していくことが重要となります。 

そのため、以下のような取り組みを進めていきます。 

①経費の縮減 

公共施設の管理運営コストの縮減を図る観点から、光熱水費や委託費などの縮減の余地がないか常

に探っていく必要があります。維持管理業務の包括委託や、スマートエネルギーの導入によるエネル

ギーコストの削減など、検討していく必要があります。また、借地の買い上げによる借地料の削減も

有効な手段として検討していきます。 

  



 

19 

 

②収入の確保 

適正な受益者負担について、検討、見直しをすることで、収入面の適正化を図ります。今後は税制

等の社会情勢の変動に加え、人口減少に伴う利用者の減少が想定されることから、利用料等の見直し

が必要です。また、保有している公共施設やインフラ資産の有効活用を図るため、利用度向上の余地

があると考えられる施設は、より良い公共サービスの提供に努めることで更に利用度の向上を図り、

適正な利用料の確保に努めます。 

また、村での活用が見込めない、施設やインフラ資産については、売却や貸付による収入の確保を

検討します。利用実態も判断しながら、可能な建物、資産については積極的に移管を検討します。 

 

③PPP 手法の活用 

民間活力の活用により、安価で質の高い公共サービスの提供が期待できる施設については、指定管

理者制度や PFI3など、PPP4の積極的な導入を検討します。既に指定管理者制度を利用している施設

については、業務範囲の拡大など施設の管理及びその利用において質の向上につながる取り組みは積

極的に行っていきます。 

 

（３）安全性の確保と長寿命化 

公共施設等の老朽化は、時間とともに進行する、避けて通ることのできない問題です。老朽化に対

処するため、安全性の確保を図るための適切なメンテナンスを適切なタイミングで行っていくことが

必要になります。 

そのため、以下に公共施設を安全に維持していくための 2 つの取り組みを掲げます。 

 

①継続的に点検、診断、メンテナンスを行っていくことのできる体制の整備 

長期にわたって安全性が確保されるよう、必要な点検・診断を継続的に行うとともに、点検・診断

結果に基づく適切なメンテナンスを行っていく体制を整える必要があります。施設の置かれる環境に

よって、建物、設置物の状況はそれぞれ異なると考えられるため、きめ細かな点検・診断に基づく保

全を行っていきます。橋梁等のインフラ資産については、性能や設置年度などを十分に考慮しながら、

利用にあたって支障がないように努めます。 

  

                                                 

3 PFI:Private Finance Initiative の略称。公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資

金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サ

ービスの提供を図る考え方のこと。 

4 PPP:Public Private Partnership の略称。公民が連携して公共サービスの提供を行う仕組みを指

す。 
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②長寿命化の推進 

修繕が必要な状態になってから事後的に修繕を行うのではなく、損傷が軽微である早期段階におい

て予防保全的に修繕を行うことにより、施設を適切な状態に保つとともに、より長持ちさせることが

できます。また、長寿命化により施設の整備から更新までの期間を延伸することで、中長期的なコス

ト効率性の向上も図ることができます。 

今後、多くの施設の更新時期が重なるため、費用負担が同時期に集中することが予想されています

が、長寿命化によって時間的な猶予をつくることで、費用負担の平準化が図りやすくなる効果が望め

ます。 

本村においても、長寿命化によるメリットを生かし、財政的な負担を軽減させるよう努めます。 

 

■予防保全による施設の長寿命化イメージ 

4.2 総量の削減目標 

効率的かつ効果的な管理運営に努めながら、持続可能な公共施設マネジメントを推進するための指

標として、計画期間の最終年度である令和 8（2026）年度における施設総量の削減目標を以下のよう

に設定します。 

 

 

 

 

取り組み期間中においても、必要に応じて施設の新規増設が見込まれることから、当初は計画の推

進が緩やかなものとなりますが、中後期には多くの公共施設が更新時期を迎えることになります。こ

の機会を利用して施設の除却や統合などを検討し、着実な計画の推進に努めます。 

また、この目標はあくまで現時点で除却が予定される施設を積み上げて設定したものであることか

ら、今後の社会・経済情勢の変化なども考慮しつつ、適宜見直しを行うものとします。 

  

現状の施設総量のうち、7.8％程度を削減 

建物の性能

レベル

許容される

性能レベル

要求される

性能レベル
（
性
能
）

3020 40 5010

修繕

経年による機能・性能の劣化

大規模改修修繕

（時間の経過）

長寿命化改修

建て替え
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4.3 ユニバーサルデザイン化の推進 

バリアフリーは、障がいによりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であるのに対し、

ユニバーサルデザインはあらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が

利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方（内閣府：障害者基本計画）です。 

今後の施設更新の際は、施設の機能や目的、利用状況などを考慮しながら、このユニバーサルデザ

インの視点を持って建物を設計し、障がいの有無、年齢、性別、人種等に関わらず多様な人々が施設

を利用しやすい環境を整えます。 

4.4 脱炭素への推進 

国は地球温暖化への対策として公共部門における太陽光発電の導入を進め、令和 12（2030）年度

までに国・地方公共団体が保有する設置可能な建築物屋根等の 50％に太陽光発電を導入し、令和 22

（2040）年度には 100％の導入を目指しています。 

猿払村では施設の更新の際に太陽光発電の導入のみならず、再生可能エネルギーの活用、建築物に

おける ZEB の実現、省エネルギー改修の計画的な実施等を推進し、脱炭素化に努めます。 

4.5 計画の推進体制 

今後、本計画を着実に推進していくための体制づくりとして、以下の 3 点を掲げます。 

（１）適切な現状把握と評価 

公共施設マネジメントにおいては、対象施設の適切な評価に基づいて推進していくことが必要です。

このため、施設の更新や今後のあり方などを検討する場合は、施設利用度など当該施設について詳細

な情報を把握し、データに基づく客観的な評価及び施設の性能診断を行うことで適切な評価を行うこ

とができます。 

施設の保全管理を効率的かつ効果的に行うためには、建物台帳及び土地台帳を活用した施設情報の

一元化や公会計情報の活用などに取り組んでいくことが必要です。現在においては、公共施設につい

ても、防災やバリアフリーなど、施設の詳細な性能について調査し、データベースの作成に向けて取

り組みます。また、公共施設、インフラ資産の改修、更新が行われた場合、速やかにデータに反映さ

せるための仕組みづくりに努めます。施設等のランニングコスト調査も、公共施設等の管理において

は重要です。 
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（２）全庁的な推進体制づくり 

公共施設マネジメントは、政策、財政、財産管理、建築土木、都市計画、産業振興、村民との協働

など、様々な側面からの検討が必要となる取り組みであることから、施設所管課をはじめ、各課の連

携が求められます。更に、平成 27（2015）年度からは地方創生に向けた取り組みも行われており、

セクションを超えた施策の展開が求められています。ハード面を支える公共施設等についても、全庁

的な推進体制をもって情報の共有と認識の共有を図るとともに、個別の施設にかかる検討は関係部署

間で連携しながら進めます。 

（３）村民とのコミュニケーション 

公共施設マネジメントは、村民に対する公共サービスのあり方に大きく影響を与える取り組みであ

り、村民の視点は不可欠です。 

利用状況の継続的な把握や、村民のニーズの把握に努めるとともに、適時適切な情報提供や意見聴

取などに努め、コミュニケーションを図りながら持続的かつ適切な公共サービスの提供を目指します。 

また、村民だけではなく各種団体や企業も巻き込み、民間と行政が連携して施設を維持していくこと

ができるような仕組みづくりに努めます。 
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５．施設分類ごとの基本方針 

5.1 公共施設 

（1）市民文化系施設 

市民文化系施設は農村環境改善センター、浜猿払交流センターなど 11 施設 11 棟があります。 

地域集会施設が中心となっており、老朽化が進んでいる施設が多いことから利用者が安全に利用で

きるように計画的な改修等の検討を進めます。 

（2）スポーツ・レクリエーション系施設 

スポーツ・レクリエーション系施設はスポーツセンターや道の駅さるふつ公園など６施設 25 棟が

あります。 

健康増進、観光拠点施設として村内外の多くの方々が安全に利用できるように計画的な改修等の検

討を進めます。 

（3）産業系施設 

産業系施設は猿払村営牧野育成舎、猿払村堆肥センターなど７施設 34 棟があります。 

主産業を支える施設であることから各施設の老朽化の進行状況を総合的に勘案し、長寿命化を図り

ながら、施設の適切な管理に努めます。 

（4）学校教育系施設 

学校は各小中学校、学校給食センターなど 10 施設 28 棟があります。 

令和２年２月に策定（令和５年３月改訂）した猿払村学校施設等長寿命化計画に基づき長寿命化を

図りながら、施設の適切な管理に努めます。 

（5）子育て支援施設 

子育て支援施設は保育所など 2 施設 3 棟があります。 

子育て支援の拠点施設として園児や保護者等が利用しやすい施設の在り方について長寿命化を図

りながら、施設の適切な管理に努めます。 

（6）病院施設 

病院施設は猿払村国民健康保険病院、浅茅野診療所など 4 施設 5 棟があります。 

今後の人口推移、患者動向を考慮しながら、施設の安全性を前提に施設の建て替えなど計画的な検

討を進めます。 
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（7）保健・福祉施設 

保健・福祉施設は介護施設、保健福祉総合センターなど 5 施設 5 棟があります。 

施設の安全性を大前提に、利用者が気軽に集まれるよう施設のバリアフリー化やニーズの把握に努

めながら、施設の適切な管理に努めます。 

（8）行政系施設 

行政系施設は猿払村役場、消防猿払支署など７施設 12 棟があります。 

長寿命化を前提に計画的な改修等を行い、施設の適切な管理に努めます。 

（9）供給処理施設 

供給処理施設は猿払村一般廃棄物最終処分場、猿払村リサイクルセンターなど 2 施設 6 棟がありま

す。 

施設の安全性を大前提に計画的な改修等を行い、施設の適切な管理に努めます。 

（10）公営住宅 

公営住宅は各公営住宅、教員住宅など 59 施設 163 棟があります。 

今後も猿払村公営住宅等長寿命化計画及び職員住宅管理計画に基づき、住宅の適切な管理に努めま

す。 

（11）その他 

その他の施設は猿払村火葬場、各バス待合所など 30 施設 31 棟があります。 

施設の安全性を大前提に各施設の老朽化の進行状況や利用状況などを総合的に勘案し、施設の適切

な管理に努めます。 
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5.2 インフラ施設 

（1）道路 

道路・交通網は、産業活動や日常生活を支えるとともに、人々の交流を促進する重要な基盤です。

道路パトロールなどによって路面状況等を把握するとともに、更新需要の平準化に向けて計画的な整

備に努めます。 

（2）橋梁 

今後急速に増大する老朽化橋梁を計画的・効果的に保全するため、計画的な修繕や定期的な近接目

視点検などを通じて、損傷等を早期に把握し、長寿命化につなげます。 

（3）上水道 

水の安定供給のため、給配水管のループ化や漏水に伴う大規模断水を未然に防止するためにも、継

続的な漏水調査の実施による漏水箇所の早期発見、早期修繕に務めるとともに、水道施設が村民生活

を支える重要なインフラであることを踏まえ、近年多発する自然災害などに対応できるよう、非常時

や災害時における危機管理上の観点も考慮しながら施設の修繕等を検討します。 

（4）下水道 

持続可能な循環型社会の実現に向けて、安定的な下水道サービスを提供するため、健全な下水道事

業の運営を目指します。 
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６．公共施設等の維持管理・更新等に係る中長

期的な経費の見込み  

6.1 更新費用の算出方法 

公共施設等の将来の資産更新必要額と個別施設計画の財政効果の算定に際しては、総務省から提示

された「令和３年度までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項について」（令和 3

年 1 月 26 日）に基づき、財政効果額を算出しました。 

算定は、個別施設計画や各種計画との整合性に鑑み、令和 6（2024）年度から令和 45（2063）年

度までの 40 年間を対象として算出します。 

このなかでは各種個別施設計画で各施設の「今後の方向性」として示した長寿命化の対策内容を実

施した場合の概算更新費用のシミュレーションを行っています。算定に当たっては、各種個別施設計

画や施設カルテの抜粋となります。 

■公共施設等総合管理計画見直しのイメージ 
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6.2 公共施設（建築物） 

（１）公共施設（学校教育系施設・公営住宅を除く） 

公共施設においては各施設の施設カルテにて現状の把握及び施設の方向性を管理しています。そ

れぞれの施設において単純更新を同面積で行った場合と財政負担の平準化を行った場合の結果の差

額を算出しています。 

単純更新費用及び長寿命化費用については、「総務省 公共施設等更新費用試算ソフト」にて使用

されている単価を使用します。各施設分類の単純更新費用単価及び長寿命化費用単価は次のとおり

です。 

■各施設分類の単純更新費用単価及び長寿命化費用単価 

大分類 単純更新費用 長寿命化等費用 

市民文化系施設 33 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

産業系施設 40 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

子育て支援施設 33 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

病院施設 40 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

保健・福祉施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

行政系施設 40 万円/㎡ 22 万円/㎡ 

供給処理施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 

その他施設 36 万円/㎡ 20 万円/㎡ 
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単純更新費用 

単純更新を行った場合の費用は、今後 40 年間で約 442 億円（年平均：約 11.1 億円）の試算結果と

なっています。 

 

長寿命化等対策の反映後の費用 

長寿命化等対策を行った場合の費用は、今後 40 年間で約 258 億円（年平均：約 6.4 億円）の試算

結果となっています。長寿命化等対策を行った場合の効果額については、40 年間で約 184 億円（年

平均：約 4.6 億円）の試算結果となっています。 

 

2023年～2032年 2033年～2042年 2043年～2052年 2053年～2062年

合計 2,414,990 970,392 162,936 871,936

市民文化系施設 81,935 31,380 0 161,017

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 1,688,507 57,443 12,982 121,478

産業系施設 445,481 309,087 83,842 283,292

子育て支援施設 0 43,662 1,251 9,749

病院施設 0 19,908 0 108,013

保健・福祉施設 0 68,648 49,845 88,626

行政系施設 188,997 72,724 0 15,120

供給処理施設 0 303,012 7,920 48,114

その他 10,071 64,529 7,096 36,528

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000（万円）

2023年～2032年 2033年～2042年 2043年～2052年 2053年～2062年

合計 1,391,412 567,419 96,292 523,421

市民文化系施設 51,210 19,613 0 100,636

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 938,059 31,913 7,212 67,488

産業系施設 278,426 193,179 52,402 177,057

子育て支援施設 0 22,493 645 5,022

病院施設 0 12,443 0 67,508

保健・福祉施設 0 38,138 27,692 49,237

行政系施設 118,123 45,452 0 9,450

供給処理施設 0 168,340 4,400 26,730

その他 5,595 35,849 3,942 20,293

0

500,000

1,000,000

1,500,000（万円）



 

29 

 

（２）学校教育系施設 

学校教育系施設『猿払村学校施設等長寿命化計画』にて試算を行っています。今後も従来のよう

に改築中心の建替事業を行っていくと、40 年間で約 125 億円の費用が掛かり、40 年間の平均費用

は約 3.1 億円となりますが、従来型の改築中心の建替事業から、長寿命化型の改修を行い、施設の

長寿命化を図っていくと、40 年間で約 91 億円の費用が掛かり、40 年間の平均費用は約 2.3 億円と

なります。単年度の財政効果は約 0.8 億円となります。

 

（猿払村学校施設等長寿命化計画より） 
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（猿払村学校施設等長寿命化計画より） 

（３）公営住宅 

『猿払村公営住宅等長寿命化計画』ではライフサイクルコスト（LCC）の改善効果を試算していま

す。年平均戸あたり 80,085 円、住棟あたり約 32.0 万円（全体で年間 2,720 万円）のコストが縮減す

ると算出されます。したがって、長寿命化型改善を実施することにより、ライフサイクルコスト（LCC）

が縮減し、長期間の効率的な維持管理と適切な活用が可能になると判断されます。その他の長寿命化

型改善事業を実施する住棟についても、同様にＬＣＣの縮減が可能になると算出されます。 
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6.3 インフラ施設 

（１）道路 

道路はこれまでも補修及び改良を複数回行っており、単純更新費用の算出が困難なため、財政効

果額は算定外となります。 

（２）橋梁 

『猿払村橋梁個別施設計画』においては、計画の対象橋梁 44 橋について、事後的な対応（大規模

な補修や架替え）の場合と適切な時期に修繕等を実施する予防的な維持管理の場合のコストについて

比較しました。 

この計画に基づき予防的な維持管理に転換することで、今後 60 年の修繕・架替え事業費（予防保

全型、大規模補修・更新型）を試算した結果、予防保全型の累計は約 38 億円、大規模補修・更新型

の累計は約 88 億円となり、予防保全型の維持修繕を実施することにより約 50 億円（約 57％）のコ

スト縮減効果が期待できます。単年度の財政効果は約 0.83 億円となります。 

 

（猿払村橋梁個別施設計画より） 

（３）上水道 

上水道は『猿払村簡易水道事業経営戦略』に則って適宜、整備を進めているところですが、単純

更新費用の算出が困難なため、財政効果額は算定外となります。 

（４）下水道 

下水道は『猿払村下水道事業経営戦略』に則って適宜、整備を進めているところですが、単純更

新費用の算出が困難なため、財政効果額は算定外となります。 
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6.4 まとめ 

令和 5（2023）年度から令和 44（2062）年度までの 40 年間における本計画及び各種個別施設計

画推進による財政効果は単年度で約 6.51 億円と推計され、40 年間では約 260 億円の財政効果が見

込まれています。 

■公共施設及びインフラ施設の単年度及び 40 年間の財政効果額 

（単位：百万円） 

種別 対象施設 
単年度の 

財政効果額 

40 年間の 

財政効果額 

1 公共施設（学校教育系施設・公営住宅を除く） 460.4 18,417.1 

2 学校教育系施設 80.0 3,200.0 

3 公営住宅 27.2 1,088.0 

4 道路 - - 

5 橋りょう 83.3 3,333.3 

6 上水道 - - 

7 下水道 - - 

合計  650.9 26,038.4 

6.5 公共施設の更新等の経費に充当可能な財源について 

計画対策に必要な財源については、各種交付金・補助金が想定されます。 

しかしながら、今後、生産年齢人口の減少に伴う個人住民税の減少が予想されることなどによ

り、本村の一般財源の大幅な増額は期待できない財政状況を考慮すると、計画の推進は難しいもの

となることが予想されます。 

したがって、今後は、財源確保に基づいた実施事業の緻密な計画化を進めるとともに本計画の進

捗をモニタリング及び中期財政計画と連携しながら、計画の見直し・実行・検証を踏まえた PDCA

サイクルを構築します。 
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７．おわりに 

本村においては、公共施設、インフラ資産の多くが高度経済成長期の急激な社会環境の変化に追随

する形で建設が行われてきましたが、現在ではその多くで老朽化が進んでおり、改修や更新、除却な

どが必要となってきています。加えて、人口減少社会への突入という大きな社会構造の変化を迎える

こととなり、現役世代の負担は今後も増大していくことが見込まれています。人口の減少に伴って、

一人あたりの施設の維持費も増大していくことから、現役世代の負担を少しでも軽減させていかれる

ような取り組みが必要です。利用が見込めない施設・建物は除却を進めていくことで、維持管理費を

削減するとともに、施設・建物周辺の安全性を確保することができます。 

限られた財源の中で、今ある施設をできるだけ長く使えるようにしていくこと、利用する人がより

使いやすくなるようにしていくことが、これからの公共施設に求められる性能の１つとなります。ま

た、社会・経済情勢の変化に適宜対応できるような設備、性能を持つ施設に転換し、今までの単独使

用目的の建物から、複数使用目的の建物にしていかなくてはなりません。「あればいい」という公共施

設等のあり方から脱却し、「公共施設等を利用して何ができるか」という可能性を常に探っていくよ

う、努めていく必要があります。 

本村に所在する、各公共施設、インフラ資産のあり方について、本計画の策定を契機として見直し、

その性能をより発揮できるような環境づくりに努めます。 
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